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公民授業の新展開
一社会形成を行う法授業の意義一
New-Perspective of Civics Lesson:Ａ Significance of Law-Related Lesson　that We form Democratic Society
橋本康　弘
(福井大学)
Ｉ。問題の所在
社会科が生まれ60年が過ぎた
。この60年の間，
時の社会
，教育と子どもの「要請」によって，社
会科は匚問題解決学習
」匚系統学習」匚探求化」
匚意思決定学習
」などの諳論に基づいて匚再構成」
されてきた
。それぞれの学習論は，それぞれの時
代で注目され，社会科教育研究者の間で一世を風
靡した。
では現在社会科の中核を占める各学習論は
，現
代の匚要請
」に必要十分に応えられているのだろ
うか
。本稿では，我々の社会が民主主義社会を前
提としている以上厂討議民主主義
」論に基づき社
会が作られるべきであること
，即ち，社会を形成
する際に市民が直接関与することが匚よりよい社
会づくり」となること，また，形成される社会自
体も
，市民の関与を求めていること。なぜなら，
市民の関与が社会の進展そのものであること
，以
上の考え方をふまえ
，厂社会形成に関与する学習
としての法に関する学習
」の意義について論究す
る
。そために，本稿ではこれまでの社会科公民
学習で中核を占めた様々な学習論が社会形成の観
点からどのように位置づけられるのかについて整
理した後でてＨ）
，これまでの公民授業とは原理
が異なる社会形成を行う授業について
，法的社会
参画学習のうち
，紛争（トラブル）解決学習の理
論と具体を明らかにする（Ⅲ・IV・Ｖ）。そして，
最後に社会形成学習としての法的社会参画学習の
意義を解明する（Ⅵ）。
Ｈ。公民授業の現状一社会の間接形成一
現在の中核を占める公民授業の代表的な学習として，厂理解主義」匚説明主義」匚意思決定主義」
「合意形成主義
」を取り上げることが出来るだろ
う
。学習指導要領社会科に代表される匚理解主義」
は
，新学習指導要領では，「なぜそのような制度
があるのか
」厂制度の根拠となる基本的な考え方
は何か」といった制度設計の理念や原則の理解を
重視し
，これら概念の実社会への活用を重視して
いる点でこれまでの厂理解主義
」を改善しようと
する試みが見られるが1）
，以前の学習指導要領に
おける授業実践の場面では政治や法制度のしくみ
の厂暗記」にとどまる形態が多く採用される傾向
にあった。
一方で，社会における一般的法則を探求させる
匚説明主義
」2）には，枝葉末節な社会的事象を学
ぶのではなく
，社会的事象を通して科学的なもの
の見方や考え方を身につけさせることを重視して
おり
，社会を厂わかる」上で質の高い知識を習得
することが可能になっている反面
，学ぶ主体とし
ての匚子どものいない」社会科との匚批判」が絶
えない。
また原子力発電所設置や厂赤ちゃんポスト
」設
置の是非といった社会的論争問題を取り上げて
，
ディベ
トーなどの方法で授業を構成する「意思決
定主義」3）には，市民的資質育成に寄与するもの
と評価できるが
，意思決定場面で取り上げる問題
はその地域に住む市民にとっては厂切実
」である
かもしれないが
，その地域に住まない（利害関係
を「意識化
」しにくい）市民（子どもたち）にとっ
ては関心のない問題になる可能性かおり
，そもそ
も実際に問題を厂意思決定
」するのは市民でなく
厂施政者
」であるといった課題が指摘できるＯ
近年研究が進められ脚光を浴びている厂合意形成主義」では，やはり市民的資質の育成に寄与す
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るものと評価できるが，取り上げる社会的論争問
題が 厂臓器移植の是非JO といった問題が多 く，
子どもから 厂遠い」 問題で，匚意思決定主義」 と
同じ課題を抱えている。
以上 は，いずれも社会の間接形成と位置づけら
れる学習である。なぜなら，政治・法制度 「の理
解を主目標とする 匚理解主義」や制度・システム
の構造の探求を主目標とする 匚説明主義」） は，
社会形成を主体的に合理的に行うためには必要な
知見であり，また，社会的論争問題の合理的意思
決定を図る 匚意思決定主義」 は，主権者としての
市民が合理的 匚意思決定」を行うことで，社会形
成を擬似的に行うこととなる。 さらに，厂合意形
成主義」は，匚意思決定主義」と同様，厂みんなの
ことはみんなで決める」といった社会形成を擬似
的に行うことになる。以上の学習は，社会を作り
上げる行為そのもの，即ち社会形成そのものを行っ
てはいないが，自分たちの 厂合意形成」や 匚意思
決定」（「合意形成」 や 匚意思決定」 の前提とな
る 厂理解主義」や 匚説明主義」） は，間接民主主
義社会の中で投票行動の「‾根拠」ともなる。　３つ
の学習はいずれの学習も社会の間接形成を目指す
学習と位置づけることが出来るだろう。
Ⅲ。公民授業の新展開一社会形成を行う：法的社
会参画学習一
以上，社会の間接形成に対し，社会形成を直接
行うことを企図した学習が法的社会参画学習であ
る。法的社会参画学習の概要を示したのが表１で
ある。
法的社会参画学習は，紛争（トラブル）解決学
習， システム関与学習，参加学習で構成され，①
子どもたちに 匚直近」（直近になる可能性かおる）
な法的問題（紛争・ト ラブル），②問題解決を合
理的に図るプ ロセスを経ることで，③子どもたち
に問題解決策を考えさせること（以上，紛争（ト
ラブル）解決学習）や，④将来市民に求められる
裁判システム内での役割の権能について，⑤役割
のおり方を吟味したり， システムに模擬的に関与
させることを通して，⑥将来の裁判員に必要な知
見を身につけさせ，有罪・無罪の判断基準を作ら
せたり（以上， システム関与学習），⑦近隣社会
で発生する法的問題について，⑧近隣社会の問題
解決策を考案し，多 様な意見を持つ人々の評価を
踏まえ， 解決策を子 どもたちが社会に提言する
（以上，参加学習5） する学習であり， これらは
いずれも 厂社会形成にコミットメントする（行う）」
学習である。なぜなら，子ど もに身近な紛争を解
決させたり，裁判具の役割を務め有罪・無罪の判
断基準を作ったり，近隣の法的問題の解決策を提
言することは，市民が実際に社会に参画し，社会
形成を行う行為そのものだからである。法的社会
参画学習は社会の間接形成学習が持つ現状（課題）
を克服するとともに，厂自分たちの問題は自分た
ちで解決する」とい った私的自治の考え方を直接
的に伝え，個と社会との関係性を作り上げること
（ルール形成） が可能になる公民 授業の新展開と
位置づけられる学習なのである。
表１　法的社会参画学習の類型
学　習 能　力　目　標 教　材 学習過程
紛争（ トラ
ブル） 解決
学習
身近な紛争（トラブル）を合理的に解決
することができる
多様な見解が可能な紛争（トラ
ブル）
合理的意思決定
・合意形成
シ ステ ム関
与学習
市民に求められる有権者としての役割、
裁判員としての役割を果たすことができ
る。
学級や学校で子どもたちに求め
られる役割（生徒会や児童会），
模擬裁判シナリオ，模擬調停シ
ナリオ
吟味・合理的意
思決定（裁判・
調停過程）
参加学習 身近な社会で発生する法的問題に対して
問題の解決策を考案し、地域社会の多様
な意見を持つ人々の評価をふまえ、調整
した解決策を提言することができる。
身近な社会で現実的に発生して
いる法的問題
合理的意思決定
・合意形成・社
会行動
（橋本康弘・野坂佳生『“法”を教える　身近な題材で基礎基本を授業する』明治図書,2006.より筆者作
成。今回取り上げる対象は紛争（トラブル）解決学習である。）
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IV. 法的社会参画学習の授業構成論一紛争（トラ
ブル）解決学習を事例にしてー
では，具体的に法的社会参画学習について見て
いくこととする。本稿では，紛争（トラブル）解
決学習を事例にして，その教材構成論，学習過程
論，学習内容論の順に説明していく。 この順に説
明する理由は，教材である紛争（トラブル）を，
学習過程としての決定過程を経ることで解決する
ことで，子どもたちが学習内容としてのルールを
作成・習得するといった一連の流れが「社会のルー
ル・法を作る」法的な社会参画，社会参画の結果
としての社会形成そのものだからである。
（1） 教材構成論一身近に発生する法的な紛争（ト
ラブ ル） 一
紛争（ト ラブル）解決学習では，教材として，
身近に起こる紛争（トラブル）を取り上げる。例
えば，学校にある様々なルールで法的に問題にな
りかねないルールである「パーマや茶髪は禁止す
る」に対する子どもの不満から発生する紛争（ト
ラブル）， これは憲法13 条の幸福追求権に関わる
問題であるし，「体育館をいつ も『強いチーム』
が利用する」といったルールに対する「弱いチー
ム」 に所 属する子ど もの不満 から発生する紛争
（ト ラブル） は， 法的価値である正義，特 に配分
的正義 に関わる問題となるし，「負担の重い給食
係をじゃんけんで決めることに対する給食係になっ
た子ど もからの不満」 によって発生する紛争（ト
ラブル）， これは，負担 の配分 に関わる配分的正
義や，手続き的正義の問題となるＯ。 これらはい
ずれも学校で起こる可能性のある紛争（トラブル）
と言えよう。
また， 匚親が子ど もの日記を盗み見することで
発生する親と子の関係悪化がもたらす」紛争（ト
ラブル）といった紛争（トラブル）は，プ ライバ
シー問題であり，また家庭で発生する紛争（トラ
ブル）と指摘できよう。 例えば，他の事例として
は表２のような問題が想定できる7）。いずれにし
て も，子どもだちから 厂遠い」問題ではなく，直
近となる可能性のある紛争（トラブル）を取り上
げることで，子どもの興味・関心を高めるととも
に，より身近な問題の合理的解決力を育成するこ
とになる。またこれらの問題は，学校や家庭のルー
ルに対する 匚不満」からルール変更を求 めている
事例であり，厂自分たちの」ル ール（法）形成 に
直結する問題，すなわち社会の直接形成に関わる
問題である。
（2） 学習過程論一法（政策）的決定過程一
紛争（トラブル）解決学習では，学習過程とし
て， 法（政策）的決定8）を用いる。 法（政策）
的決定とは世に起こる価値観の対立 に根ざした解
決の難しい問題（紛争） に対して裁判官が行う判
断過程のように主体的・論理的・合理的に問題を
解決することである。このような判断過程には紛
争（トラブル）を解決するための主張を根拠づけ，
市民 が共通して依拠するものとしての憲法Ｏ が
含まれており，法（政策）的決定をこどもたちが
辿ることによって紛争解決のプロセスを実際的に
理解することとなる。法（政策）的決定の基本過
程は図１である。法（政策）的決定の過程では，
まず第一段階として，問題状況の理解が行われる。
そして第二段階としてその問題状況に対する多様
な主張の提示が行われる。 ここで主張をするのは
表２　身近に起こる法的な紛争（トラブル）（筆者作成）
「席替えを必ず教師が決めている」といったルールに対する子どもの不満により発生する問題
「背の順に必ず並ぶ」といったルールに対する子どもの不満により発生する問題
「クラブで起きた問題は部員全員 の連帯責任」とするルールに対する子どもの不満により発生する問題
「携帯電話を学校に持ち込んではいけない」といったルールに対する子どもの不満により発生する問題
校則は私たちを「縛る」のになぜ私たちが変えることができないのといった不満により発生する問題
「内申書を見たいのだが、なぜ見てはいけないの」といった不満により発生する問題
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段階 法（政策）的決定過程
１ 問題状況の提示・理解
２ 問題状況に関する多様な主張の提示
・理解
３ メリット・デメリット
の考慮
主 張 の 法
的な評価
法的論点の考慮
４ 問題状況に対するより
望ましい主張（解決策）
の構成
個 人 内 意
思決定
５ クラスでの討議・最終
的意思決定
合 意 形 成
・ 社 会 的
意思決定
６ ルール形成
図１　法（政策）的決定過程の基本構造（筆者作成）
問題状況を解決するための対立を明確にし，論点
を整理しやすくするためである。論点を整理する
ために論理的に主張を構成することができるトゥー
ルミン図式lO）を援用する。 またこの段階 はそれ
ぞれの主張の背景にある根拠＝憲法を確認する段
階でもある。第三段階では，その主張（解決策）
によって生ずる便益・コストの考慮といったメリ
ット・デメリットの考慮を行うＯまた法的論点 の
考慮を行うことで解決策の方向性を検討すること
となる。以上のような第三段階は，主張の法的な
評価の過程とまとめることができる。第四段階で
は，第三段階までの出張（解決策） の評価を踏ま
え，より望 ましい主張（解決策）を構成する段階
である。そして第五段階では，各自が策定したよ
り望ましい解決策についてクラスの中で討論し，
問題解決のための「最良 の策」についてクラス社
会で意思決定す ることとなる。 第六段階では，
「‾最良 の策」 に含まれる今後の問題解決のための
具体的なルールを形成する。以上 のような第一段
階から第六段階で法（政策）的決定 の授業11）は
構成されており，法（政策）的決定の基でルール
を形成するといった社会形成を行っているのであ
る。
（3） 学習内容論一作成される「判例」（ルール） 一
紛争（トラブル）解決学習の学習内容は，作成
されるルールである。紛争（トラブル）解決学習
では，身近な紛争（ト ラブル）を法（政策）決定
過程を通して問題の解決策を考案し，その結果と
して「判例」（ルール）を作り出すことになるＯ
子どもたちの共同作業でルールを策定し，そのルー
ルを用いて新たな紛争（トラブル）を解決するこ
ととなる。紛争（トラブル）解決を通した社会形
成において不可欠な知見が，このルールとなる。
Ｖ。法的社会参画学習の具体一紛争（トラブ ル）
解決学習「野球特待生」 の是非一
本稿では，これらの授業構成論に基づいて具体
的な授業例として 匚野球特待生」 の是非を取り上
げる。匚野球特待生」問題を取り上 げるのは，子
どもたちの直近になる（可能性のある）学校制度
に関わる紛争（ト ラブル）であり，匚野球特待生」
とそうでない生徒との 厂公平哇」 に関わる問題，
また直接 は民法90 条（「公序良俗コ ，憲法の論理
をいかに私人間に適用するのかの問題になるが，
公序良俗に反するか否かについては憲法の人権保
障の論理を援用することとなり，「憲法に関わる
法的問題」と位置づけることができる問題となる
からである。そして憲法を用いた主張，憲法を根
拠にした 匚妥協・調整」を図ることで制度の在り
方を考える，ルールを形成するといった，社会形
成が可能になる教材だからである。
る
としての在り方生き方　 ウ。現代の民主政治と民主社会の倫理
についてそれぞれの立場の意見・主張を憲法等を用いて根拠づ
・主張を構成できる。
に賛成・反対の立場のメリット・デメリットを考察できるO
で「公平性」に関して何か問題になるのか主張できるO
の改善策について主張できる。
の改善策についてクラス社会で合意形成できる。に関するルールを策定し、理解できる。
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教授・学習過程：
段階 発問（指示） 教授・学習過程 生徒が獲得する知識
導
入
第
１
段
階
●●
問
題
状
況
の
提
－不
理
解
QI:「野球特待生」制度につい
て知っていますか。
T:発問する
S:答える
AI: 「野球特待生」として採用されてい
た高校生が、様々な 「優遇」措置を受け
ていたこと。
展
開
１
●●
¬
野
球
特
待
生
制
度
の
理
解
Q2: 「野球特待生」制度 とはど
のような問題なのですか。
Q3: 「野球特待 生」制度とはど
のような制度なのですか。
Q4: 「野球特待生」制度はなぜ
あるのですかo
（「野球特待生」に関する問題
設定）
T:発問する
S:資料１をr読み
答える
T:発問する
S:資料 ２を読み答
える
T:発問する
S:資料３を読み答
える
T:下記を読む
A2:プロ野球西武 の裏金問題に絡み、専
大北上高校がスポーツ特待生制度を実施
していたこ とが発覚o 高野連が全国調査
を実施したところ、硬式野球部は、私立
375 校、公立１校の系376 校が違反を申
告し、対象部員は7971 名にのぼった。
A3:高校入学時お よび入学後、学校当局
または関連団体から野球を対象として付
与される奨学金、または入学金､ 授業料、
そのほか生徒が納付すべき学費の軽減及
び免除する制度のこと。学費以外に寮費
の軽減、免除や金銭の授与も該当するo
A4:私学は、生徒確保が死活問題であり、
私学にとって全試合が全国中継される甲
子園は、格好 の宣伝場所である。 特に私
学は、赤字法人が2005 年度には50 ％に
のぼっており、助成額が、生徒数や諸金
数、学級数によって決まる。授業料を払
わない生徒（特待生）がいたとしても助
成額が増す。特待生がいたとしても、助
成額がもらえ、甲子園出場で学校の宣伝
になるのであれば、特待生制度を導入す
る方に学校側の誘因は働く。
学校が野球部特待生として認めた場合（入学時の成績は無視する）、当該生徒には以下の
特典を与える。（ア）３年 間の学費を免除する（入学金含む）。（イ）遠征費・寮費・用具
費は学校が負担する。（ウ）スポーツ奨学金として月５万円を支給する。
展作　 第
開成　 ２
２　　 段
‥　　 階
野　　 問
球　　 題
特　　 状
待　　 況
生　　 に
“　　 関
制　　 す
度　　 る
に　　 多
Q5:こ の制度に関係す る 「野球
特待生」に関してはどのような
主張が考えられますか。なぜそ
のように考えるのですかo そう
主張する根拠は何なのですかo
T:発問する
S:ト ウールミン図
式を埋 める
A5:（例）
D:野 球 に 関し て 特
待 生 として 学校 が
認 めた 生徒 には 特
典があたえられるo
⇒
奏
C:特待 生制度
は継続される
べきであるo
｜
｜
W:自分の特技を生かして地道に頑張ったのだから、「特待生」 として優遇されて当然だと
思 うし、野球に隕らずスポーツを極めようと思えば、多くは、遠征費だとか合宿所だと
か、高額のお金がかかる。
Ｂ：部活を含めた教育を受ける権利かおる（憲法26 条）
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段階 発問（指示） 教授・学習過程 生徒が獲得する知識
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Q6:この制度に関係する学校側
に関しては どのよ うな主張が
考えられますか。なぜそのよ
うに考えるのですか。そう主
張する根拠は何なのですかo
T:発問する
S:ト ウ ール ミン
図式を埋める
A6:（例）
D:野 球に 関して
特待生 として学
校が認 めた生徒
には特 典があ た
えられる。
⇒
Ａ
C:特待 生 制度 は 継
続 され る べきで あ
る。
Ｔ
｜
W: 少子化の影響もあり、私立学校は常に定員割れする危険が生じているo このままでは
生徒の学習権を保障する基盤・インフラとしての経営が安定化しないo 安定化させること
が私学の経営者の本務である。そ う考えた場合、全試合が全国中継される甲子園は、格好
の宣伝場所であり、生徒を確保する道になる。また、奨学金を例えば貸与にした場合、生
徒が他校に流れ、良い選手をとれない。よって「野球特待生」制度は「必要悪」である。
會
B:生徒たちが学校教育を受ける権利を保障していくことが私立学校において最も重要な目
的である（憲法26 条）
Q7:この制度に関係する「野球
特待生 」以外 の生徒たちに関
しては どのような主張が考え
られます かo なぜそ のよ うに
考える のです かo そ う主張す
る根拠は何なのですか。
T:発問する
S外 ウール ミ ン
図式を埋める
A7:( 例)
D:野球に 関し て
特待 生とし て学
校 が認 めた 生徒
には特典 があた
え られる。
⇒
Ａ
C:特待生制度は継
続 される べきでは
ないo
｜
圜
W: そ もそも「野球特待生」制度は、経済的に困窮している生徒を救済するためのものであ
って、野球が上手だからといった理由だけで入学時の成績は無視され、授業料も免除され、
スポーツ奨学金まで出るのは問題かおるのではないか。そもそも「野球特待生」の生徒の
納付金を他の生徒が負担することになるので、公平性に欠けるのではないか。
會
B:行き過ぎた特待生制度は、本来の趣旨から離れ、特待生以外の生徒等の学習権を不当に
抑制することになる（憲法26 条、14 条）
Q8:根拠には どのような違い
かおるのか
T:発間する
S:答える
A8:憲法26 条の解釈。
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Q9: 「野球特待生」制度に賛成
の場合 のメリット・デメリッ
トは何ですか。
T:発問する
S:答える
A9:
メリット：私学経営の「安定化」につなが
るo 生徒が十分確保できれば長期的に見れ
ば他の生徒の学習環境も良くなる。資金が
かかる野球部の子 どもたちの「金銭的な補
助］になる。
デメリット：入学時の成績が無視されてお
り、「野球特待生」の生徒は野球だけして
いれば良いといった感情を持つ危険性があ
るo
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段階 発問（指示） 教授・学習過程 生徒が獲得する知識
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Q10:「野球特待生」 制度に反
対 の場合 のメリ ット・デメリ
ットは何ですかo
Q11:こ れまで の「野球特待生
制度」に関する各意見を 聞い
て、あな たは野球特待生制度
について どう考えます か（振
り返り）o
T:発問する
S:答える
T:発問する
S:答える
A10:
メリット：すべての入学生か試験を公平に
受け、公平に納めた授業料で学校が運営さ
れることになる。
デメリット：私学経営の「安定性」が損な
われる危険性はある。
A11:確かに 「私学経営」が安定しないと我
々の学ぶ機会が保障されない。「私学経営」
が安定化する方策として、「野球特待生」
は必要かもしれない。本当に「野球特待生」
制度は､ 生徒を確保する有効な手段な のか。
わからない等。
展
開
４
●●
¬
野
球
特
待
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制
度
ヘ
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法
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(一つ一つの論点を確認する)
「野球特待生」制度は、生徒確保に有効なのか。否か。
Q12:「野球特待 生」制度を導
入してい る学校 の様子は どの
ようなものか。
Q13: 「野球特待生」 は生徒確
保に有効なのか。
T:発問する
S:資 料 ３を 読 み
答える
T:発問する
S:答える
A12:江戸川学園取手高校の場合、開校時５
年間にスポーツに力を入れる「部活期」次
の５年は学業優秀な特待生を有名大学に送
る「特待期」。最終的に進学校の地位を確
立するといった目標をたてた。まず野球部
の寮を作り、東京や静岡から部員を集めた。
計画通り、３年で甲子園に出場。「外人部
隊」と揶揄されたが、知名度は上がった。
ここ数年、二桁 の東大合格者数を誇ってお
り、生徒数が増加しているo　しかし一方で
一部の学校では「野球特待生」制度を導入
したが、地方大会で敗れ、志願者像につな
かつていない学校もある。
A13: 「甲子園」級の生徒を集めた学校では
うまく生徒確保が進んでいるので有効性は
あるようだo
「私学経営」の安定は大切なので「野球特待生」制度を導入することを前提として、どの
ような制度が「公平」なのか。「野球特待生」 と、各生徒らとの「公平レ 壯は担保されて
いるのか。
Q14:こ の制度で 「公平 」でな
い と考え られる場合の論点は
何か。
Q15: 「月 々５万円 のスポーツ
奨学金」を出して 「野球特待
生」 の入学を認めるこ とは、
他生徒と比べて公平なのか。
Q16: 「入学 時の成績」を 無視
して 「野球特待生」の入学を
認めるこ とは、他の生徒と公
平なのかo
T:発 問 し提 示 す
るo
T:発問する
S:答える
T:発問する
S:答える
A14: 「入学時の成績」を無視しても良い の
かo スポーツ奨学金を出しても良いのか。
A15:（例）「スポーツ奨学金」がなくても、
野球ができる環境は十分保 障されており
「スポーツ奨学金」制度は単に財産を蓄積
するだけの話だから「公平」ではない。そ
もそも「奨学金」制度自体は、野球を十分
できる環境を作るためにあるはずで問題が
あるのではないか。
A16: 「野球」の能力試験は行ってい るのだ
から問題はないのではないか。学校は学業
を修 めることも目的としているはずだから
問題かおるのではないかo
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段階 発問（指示） 教授・学習過程 生徒が獲得する知識
Q17:そ のほかにどのような問
題点があると思いますか。
T:発問する
S:答える
A17:入学した後で特待生制度を受けた子ど
もよりも「野球」の能力が上になった生徒
が特待生制度と同じ待遇を受けることがで
きないのは問題があるのではないかo「野球
特待生」にも経済的に困っている学生かい
るはずだが、その場合はどうすればよい の
かo
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Q18:今 の「野球特待生」制度
についてどのような制度が望
ましい と思います か。それぞ
れの主張と主張を裏付ける理
由、またその根拠は何ですか。
T:発問する
S:答える
A18:(例)
D:圜奨 学 金 制
度 の本 質は 、
野 球を 十分 で
き る環 境を つ
く るた めに あ
る。
圜 「野 球特待
生」 の子 ど も
たら は入 試 を
受 け るこ とな
く入学する。
⇒ C:学費免 除・道具等
の購入費は廃止し、
スポーツ奨学金制度
のみとし、奨学金を
多少増額する。また
入試に変 わる学力 の
判定を行 うしく みを
作るo 経済的に困っ
てい る「特待生」は
他の一般の生徒と同
じ基準で学費免除を
受けることができる
様にするo｜-
W: 野球を十分にできる環境を作ることが奨学金の目的であるはずだから、道具等の購入
の補助程度 の額で十分であり、学費免除や道具等 の購入費を別途支出するのは、合理的
でなく他の生徒との「公平性」を損な う恐れかおる。また学業を修 めることも大切で、
「スポーツの能力」以外も確かめる必要かおるo 経済的に困っている点け「特待生」も他
の生徒も同じであり、同一基準とするのが「公平」だからo
會
B:行き過ぎた特待生制度は、本来の趣旨から離れ、特待生以外の生徒等の学習権を不当に
抑制することになるので本来の趣旨に合った制度にするべきだ（憲法26 条、14 条）
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Q19:今の「野球特待生」制度
につい てどのような制度が望
ましい と思いますか。それぞ
れの主張と主張を裏付ける理
由、またその根拠は何ですか。
T:発問する
S汐 ラスで各自が
提案 を 行 うｏ 討
議する
A19:省略
１　　　 ，　　１　　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　　　　　　１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １
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段階 発問（指示） 教授・学習過程 生徒が獲得する知識
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Q20: 「野球特待生」制度を通
してどのようなルールが作ら
れましたか
T:発問する
S:答える
A20: 能力によって「公平性」は差がつ けら
れるが、そ の差は制度の目的に関して合理
的な範囲で行われなければならない。
【資料】
１．朝日新聞2007 年５月20 日号「野球特待生是正求める」
２．朝日新聞・日時不明
３．朝日新聞2007 年 ６月３日「私学経営　 頼る『甲子園』」
VI. 社会形成学習としての法的社会参画学習の意
義
本稿では，紛争（トラブル）解決学習を事例に
して，社会形成学習について考察してきた。紛争
（トラブル）解決学習の意義は以下のようにまと
めることができる。
（ａ） 教材：生徒に 匚直近」な紛争（トラブル）を
取り上げることでより身近に感じることができ
匚切実感」を持つ ことができる法的問題であると
同時に，学習の中でルールの吟味・形成が求めら
れる法的問題が取り上げられていた。
（b） 学習過程：子どもたちは法（政策）的決定過
程に含まれる憲法を含む法的な論点を踏まえ，根
拠づけて第三者的合理的に子どもたちが考察でき
る問題であり，匚公平」匚公正」 な判断が可能にな
ると同時に，社会形成とリンクするルール形成が
可能なように構成されていた。
（ｃ） 学習内容：子どもたちは形成したルールを獲
得することで今後身近で発生するだろう紛争（ト
ラブル）の解決の方略を身につけることができ，
今後発生する法的問題 に対する子どもたちによる
社会の形成が可能になるよう構成されていた。
以上のような紛争（トラブル）解決学習を含む
法的社会参画学習は，通常の社会参加（参画）学
習とは異なる。通常の社会参加（参画）学習 は，
社会に発生する地域問題に対してその解決策を地
域との共同作業で提案・実行する学習である。し
かし，法的社会参画学習は，社会形成に関わるルー
ルを作り上げる学習である。
また法的社会参画学習で は紛争（ト ラブル）場
面といった具体的実際的な場面において憲法がど
う機能しているのか，すなわち立憲主義的な役割
を踏まえつつ，ルール形成を可能にする学習となっ
ている。
このような法的社会参画学習は，実際に我々が
社会にどのように関わり，どのように形成してい
くのかを法（ルール）の形成を行うことで担保し
ている。その結果，子どもたちは，社会形成を行っ
ていることを実感できるようになる。
法的社会参画学習は，「社会化」論， 社会 に影
響 されるSocializationで はなく，社会を作ること
という積極的な社会科法（関連）学習の役割を示
すのであり，法学習による社会形成こそ，民主主
義社会を発展させ，変革させることができる子ど
もたちを作り出せるのである。
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【註】
1）文部科学省『中学校学習指導要領解説社会編』日
本文教出版, 2008, pp.5-6.
2）森分孝治氏を中心として主張されている。森分孝
治『社会科授業構成の理論と方法』明治図書, 1990.
3）松尾正幸・佐長健司『ディベートによる社会科の
授業づくり』明治図書, 1996.等を参考にした
。
4）吉村功太郎「社会的合意形成をめざす社会科授業一小単元『脳死・臓器移植法と人権』を事例に」『社会
系教科教育学研究』第13号, 2001, pp.21-28.を参考
にした。
5）法的な参加学習の具体例としては
，地域で多発す
る犯罪に関する問題を取り扱った授業がある。詳し
くは拙稿「社会参加を取り入れた社会科授業
」社会
認識教育学会編『社会認識教育の構造改革』明治図
書, 2006, pp.239-250.を参照願いたい
。
6）匚負担の重い給食係をじゃんけんで決めて良いの？」
は2006年夏に菊池八穂子（石川県金沢市立押野小学
校）と福井弁護士会のコラボレーションで既に小学
校高学年を対象とした指導案が作成され
，実施され
ている（詳しくは福井県不登校対策推進会議・福井
弁護士会『ジュニア・ロースクール福#2006報告書』
を参照のこと）
7）現在ここで取り上げた紛争（トラブル）について
は小
・中学校用に教材化を進めている。これら以外
のテ
マーを含め授業事例を集めたものに以下がある
（拙編著『論理的思考
・合理的判断力を育てる討論授
業一教室が白熱する題材15選一』明治図書，2009.
（出版予定）
8）「法（政策）的決定
」の考え方は平井宜雄『法政
策学［第２版］』有斐閣, 1995.を参考にした
。
9）市民が共同して社会を作り出す厂市民としての社
会科学習
」において共通してその根拠とするもと
して池野は日本国憲法に示された普遍的な価値を置
く（池野範男「社会形成力の育成一市民教育として
の社会科
」日本 科教育学会『社会科教育研究』
2000年別冊, 2001, p.52.)
10）トゥールミン図式については足立幸男『議論の論
理一民主主義と議論』木鐸社, 1993.を参照願いたい。
11）「‾法（政策）的決定」過程を導入した紛争（トラ
ブル）解決学習の事例として厂学校カメラ事件」が
ある
。詳細については，拙稿「民主主義社会におけ
る市民育成としての法教育　日本の法教育の改善の
ために」『自由と正義J Vol52, 2001, pp.42-49.を参
照願いたい。
【参考文献】
佐伯啓思『「市民」とは誰か　戦後民主主義を問いなおすJ PHP, 2000.
金田耕一「リベラル・シティズンシップ教育の展望」
日本社会科教育学会『社会科教育研究』2000年別冊，
2001, pp.30-39.
山本順治『紛争と対話』法律文化社，2007.
棟居決行他『基本的人権の事件簿』有斐閣
，2002.
毛利透『民主政の規範理論　憲法バドリオティズムは可能か』頚草書房,2003.
森政稔『変貌する民主主義』ちくま書房, 2008.
【謝辞】
厂野球特待生
」制度の是非に関する授業づくりのお
りには
，福井弁護士会の後藤正邦弁護士の助言を仰い
だ。ここに記して感謝申し上げます。
【付言】
本拙論は
，平成19～21年度科学研究費補助金（若手
研究Ｂ）厂法関連教育教材開発研究」の研究成果の一部
である。
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